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第４次春日井市産業振興アクションプラン策定方針 
 

令和４年 10 月 25 日 

 

１ 計画策定の目的 

春日井市では、平成 21 年以降、「ベッドタウンからライフタウン」をめざした戦略的

実行計画として、３次にわたって「春日井市産業振興アクションプラン」を策定し、市内

産業の振興に向けた様々な取組を進めてきました。平成 31 年（令和元年）に策定した第

３次産業振興アクションプランでは、働き方改革につながる取組を新たに盛り込むとと

もに、社会潮流や本市の課題に積極的に対応する重点施策として「カスガイ・リンク・イ

ノベーションプロジェクト」を設定し、より一層の経済活性を推進しています。 

現行の第３次産業振興アクションプランの計画期間が令和５年度で終了することから、

さらなる産業振興を推進することを目的として第４次産業振興アクションプランを策定

します。 

 

 

２ 計画策定にあたっての基本的事項及び視点 

⑴ 計画の位置づけ 

  第六次春日井市総合計画の基本目標４「活力とやすらぎのあるまち」に掲げられて 

いる政策方針のひとつである「未来への活力と人の交流を創出する産業とにぎわいの 

もと、誰もが安心して働けるまちづくり」を実現するための実行計画と位置づけます。 

 

⑵ 計画の名称 

  第４次春日井市産業振興アクションプラン（以下「新アクションプラン」という。） 

 

⑶ 計画の実施期間 

  令和６年度（2024 年度）から令和 10 年度（2028 年度）の５年間 

 

⑷ 策定にあたっての視点 

ア 総合計画における産業分野の方策を打ち出す実行計画として、計画期間内に実施 

すべき具体的な施策を位置づけるものとします。 

イ 現行計画の検証を行い、その結果を踏まえた発展的な計画とします。 

ウ 本市の優れた企業立地環境の充実や市内事業者間の連携、地域資源の積極的な活

用による地域経済の好循環を推進します。 

エ 人口減少や少子高齢化が進み、人材不足が深刻化する中、市内経済の持続的な  

発展が図られるように、人材の確保や育成を推進するとともに、女性や高齢者、障

がいのある人、外国人等の多様な人材の活躍を推進します。 

資料１ 
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オ 近年の産業振興施策は、事業者への経営支援のみならず、施策を通じた社会課題

の解決や都市の魅力創造などの幅広い視点が求められるようになっているため、産

業を切り口として本市全体の魅力が高められるように、庁内関係各課との連携はも

とより、事業者や関係機関などとの協働を推進します。 

カ 産業を取り巻く社会経済情勢は、コロナ禍、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーシ

ョン）、グリーン化の進展、物価高など、目まぐるしく変化していることから、それ

らへの対応を推進します。 

 

 

３ 計画の策定体制 

⑴ 各組織等の役割 

  計画策定にあたっては、市長からの諮問に応じ、春日井市商工業振興審議会（以下 

「商工業振興審議会」という。）が新アクションプランの策定に関する調査審議を行 

ったうえで答申します。市は答申内容を踏まえ、市政との整合を図った計画案を作成 

し、市議会に報告後、計画を策定します。 

  計画策定の事務局は、春日井市産業部経済振興課と企業活動支援課が担当し、商工 

業振興審議会の運営や各種調査、計画案の作成等を行います。策定にあたっては、資 

料作成、各種調査、意見の整理等を業務委託し、委託業者からの提言も参考にしなが 

ら作業を進めていきます。 

 

 

■策定体制図 
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市議会 

業務委託先：㈱ジャパンインターナショナル総合研究所 

商工業振興審議会 

連携 
商工会議所 
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人材育成

ＩＣＴ導入 産学官金協働

設備投資

企業活動支援課

企業誘致 事業用地整備

販路拡大 伴走型支援

企業誘致・事業者支援検討会議

⑵ 商工業振興審議会の委員構成、審議体制等 

ア 委員の構成 

   商工業振興審議会は、学識経験者を始め、経済団体、事業者、商店街、金融機関、 

国、支援機関の代表者などで委員を構成します。 

 

イ 検討会議の設置 

   計画の主要なテーマごとに検討を行うための部会として、商工業振興審議会の委 

員を主体に検討会議を設けテーマごとの専門的な検討を行います。 

検討会議の体制や検討テーマのイメージは次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■検討会議の検討イメージ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用促進 創業・起業

商店街・
商業活性化

観光資源

コミュニティ
ビジネス

ワークライフバ
ランス

空き店舗活用 働き方改革

働き方・地域活性検討会議

経済振興課

企業誘致 カーボン 

ニュートラル 

相談支援体制 

企業誘致・事業者支援検討会議 

DX推進 
ワークライフ 

バランス 

働き方・地域活性化検討会議 

企業誘致・事業者支援検討会議 働き方・地域活性化検討会議 

商工業振興審議会 

（12名） 

【検討会議の考え方】 

①検討会議は、「企業誘致・事業者支援検討会議」と「働き方・地域活性化

検討会議」の２グループとします。 

②各検討会議で新アクションプランの施策の柱の案を検討します。 

③事務局が提案した施策の案等について、各検討会議で検討します。 

④各検討会議での意見を反映した施策等を商工業振興審議会へ提案しま

す。 

※検討会議のテーマは主なテーマを示したものであり、各検討会議の検討テー

マを制限するものでありません。 

主に企業活動支援課が所管 主に経済振興課が所管 
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４ 計画策定の進め方 

 令和４年度から令和５年度の２か年にわたり、次の⑴から⑸の調査等を実施し、その

結果を踏まえて新アクションプランを策定します。 

 

⑴ 基礎調査 

 総合計画等の関連計画との整合性の整理や統計データを分析のうえ、本市の産業に 

係る現況や課題を整理します。 

 

⑵ 庁内及び関係機関ヒアリング 

  現行計画に位置づけられている「具体的施策」について、これまでの推進状況と今 

 後の方向性を把握することを目的に、関連する課や機関に対して調査を行います。 

 

⑶ アンケート調査 

  本市の商工業をとりまく現状や課題、商工業者が必要とする支援のニーズを把握す 

るとともに、現行計画策定時の状況との経年的な変化を把握するため、市内商工業者 

を対象にアンケート調査を実施します。 

 

⑷ 市民意見公募手続（パブリックコメント） 

  新アクションプランの中間案が完成した段階で、計画に対する市民等の意見を募る 

ことを目的として、パブリックコメントを実施します。 

 

⑸ 新アクションプラン案の立案 

  ⑴から⑶の各調査を踏まえ、商工業振興審議会及び検討会議による調査審議を経て 

中間案を作成し、パブリックコメントを実施したのち、最終案として立案します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５
 
新
計
画
策
定
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 
 

①
②

③
④

⑤
⑥

①
②

④ ○
中
間
案
の
検
討

⑤ ○
最
終
案
の
検
討
・
承
認

⑥ 〇
答
申

令
和
5
年
度

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

3
月

③ ○
基
本
的
な
方
向
性
（
体
系
案
）
の
検
討

プ
ラ
ン
の
策
定

中
間
案
の
検
討

最
終
案
の
検
討

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
の
実
施

印
刷
・
製
本

基
本
的
な
方
向
性
の
検
討

体
系
案
の
作
成

各
種
会
議
の
開
催

商
工
業
振
興
審
議
会

専
門
施
策
検
討
会
議

＜
商
工
業
振
興
審
議
会
＞

会
議
内
容
案

本
編
・
概
要
版
の
デ
ザ
イ
ン
・
編
集

印
刷
・
製
本

① ○
委
嘱

○
策
定
方
針
・
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
共
有

○
現
行
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
実
施
状
況
に
つ
い
て

○
ア
ン
ケ
ー
ト
設
問
案
の
検
討

② ○
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
速
報
の
報
告

○
基
本
的
な
方
向
性
（
体
系
案
）
の
検
討

＜
検
討
会
議
＞

会
議
内
容
案

① ○
委
嘱

○
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
の
報
告

○
基
本
的
な
方
向
性
案
の
検
討

② ○
重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
検
討

○
新
規
体
系
・
新
規
施
策
の
検
討

現
行
施
策
の
検
証

調
査
の
実
施
（
関
係
課
、
機
関
）

成
果
・
課
題
の
と
り
ま
と
め

基
本
的
な
方
向
性
案
の
作
成

調
査
票
の
設
計

調
査
票
等
の
印
刷
・
封
入
・
配
布

調
査
期
間

入
力
・
集
計
・
分
析

報
告
書
の
作
成

基
礎
資
料
の
収
集
、
現
状
分
析

統
計
デ
ー
タ
の
収
集
、
把
握
・
分
析

関
連
計
画
・
施
策
等
の
整
理
・
分
析

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
実
施

1
0
月

3
月

令
和
４
年
度

8
月

9
月

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月


